
（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 10 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業（三春町内） 事業番号 A-2-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 263,364（千円） 全体事業費 263,364（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、災害公営住宅入居者

への家賃を低廉化する。 

 

【対象】 

 ・平沢団地（平沢） 

 

 

 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載

してください 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、避難指示区域が設定され、役場機能

を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基盤を根底から揺るがすものとなっ

ている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、応急仮設

住宅等からの移行を進め、居住の安定の確保を図るものである。 

 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

  

 

 

 

 

  

 

 



（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 東日本大震災特別家賃低減事業（三春町内） 事業番号 A-3-1 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 37,077（千円） 全体事業費 37,077（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、応急仮設住宅等に居

住する特に所得の低い避難者が円滑に災害公営住宅に移行し速やかに住宅再建できるよう、災害公営住宅

の家賃を一定期間、入居者が無理なく負担しうる水準まで低減する。 

 

【対象】 

 ・平沢団地（平沢） 

 

 

 

 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載

してください 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、避難指示区域が設定され、役場機能

を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基盤を根底から揺るがすものとなっ

ている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、円滑に恒

久住宅に移行し、速やかに生活再建ができるよう特に所得の低い入居者の家賃を低減する必要がある。 

 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 



（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ３ 事業名 災害公営住宅整備事業（平沢） 事業番号 A-1-2 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 3,668,806（千円） 全体事業費 3,668,806（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

 

【整備概要】 

 整備戸数：92戸 

 整備箇所：田村郡三春町大字平沢字四合田地内 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造戸建て 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載

してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について実施中 

 

（事業内容の確定に伴う基幹事業から効果促進事業への見直し）（平成 30年 10月 11日） 

 事業内容の確定に伴い、移管道路、生活サポート施設の用地・補償費及び測量設計費（住戸・集会所の

建築設計費を除く）、造成工事費を効果促進事業で実施することとなったため、334,744千円（国費：292,901

千円）を減額。これにより、交付対象事業費は 3,668,806 千円（国費：3,210,205 千円）に減額。 

 

事業内容                            事業費（千円） 

・道路部局に移管された道路 

・生活サポート施設の用地・補償費及び測量設計費              334,744 

（住戸・集会所の建築設計費を除く）、造成工事費 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、避難者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備す

ることが必要である。 

 

 

 

 



 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 14 事業名 災害公営住宅整備事業（効果促進事業）（平沢） 事業番号 ◆A-1-2-3 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 319,444（千円） 全体事業費 319,444（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：92戸 

 整備箇所：田村郡三春町大字平沢字四合田地内 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造戸建て 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載

してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について実施中 

 

（事業内容の確定に伴う基幹事業から効果促進事業への見直し）（平成 30年 10月 11日） 

 事業内容の確定に伴い、移管道路を効果促進事業で実施することとなったため、319,444 千円（国費：

255,555円）を増額。これにより、交付対象事業費は 319,444 千円（国費：255,555千円）に増額。 

事業内容               事業費（千円） 

道路部局に移管された道路                319,444 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、避難者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備す

ることが必要である。 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 A-1-2 

事業名 災害公営住宅整備事業（平沢） 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

当初、基幹事業として事業着手していたが、事業の進捗に伴い事業内容が確定した結果、移管道路を効

果促進事業として実施することになったため、事業計画の変更を行うもの。 



（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ８ 事業名 災害公営住宅生活サポート施設整備事業（平沢） 事業番号 ◆A-1-2-2 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 154,422（千円） 全体事業費 154,422（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている災害公営住宅入居者等の生活をサポートするための施設を

整備する。 

 

【整備概要】 

 整備箇所：田村郡三春町大字平沢字四合田地内 

 整備内容：高齢者サポートセンター（躯体部分） 

 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について実施中 

 

（事業内容の確定に伴う基幹事業から効果促進事業への見直し）（平成 30年 10月 11日） 

 事業内容の確定に伴い、生活サポート施設の用地・補償費及び測量設計費（住戸・集会所の建築設計費

を除く）、造成工事費を効果促進事業で実施することとなったため、15,300千円（国費：12,240千円）を

増額。これにより、交付対象事業費は 154,422千円（国費：123,537千円）に増額。 

 

事業内容                 事業費（千円） 

生活サポート施設の用地・補償費及び測量設計費        15,300 

（住戸・集会所の建築設計費を除く）、造成工事費 

居住制限者の避難の状況との関係 

居住制限者向けの災害公営住宅に入居する高齢者等の生活をサポートするため、福祉の体制整備を行う

必要がある。 

そこで、災害公営住宅を中心とした生活拠点である平沢地区に高齢者サポートセンターを整備する。 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 Ａ－１－２ 

事業名 災害公営住宅整備事業（平沢） 

交付団体 福島県 

基幹事業との関連性 

災害公営住宅入居者には高齢者等、医療・福祉のケアが必要な世帯が多く、入居者や周辺避難者に安心

かつ快適に過ごしていただくために、災害公営住宅とあわせて、高齢者サポートセンターを整備する必要

がある。 

また、当初、基幹事業として事業着手していたが、生活サポート施設の用地・補償費及び測量設計費（住

戸・集会所の建築設計費を除く）、造成工事費を事業の進捗に伴い事業内容が確定した結果、効果促進事

業として実施することになったため、平成３０年１０月に事業計画の変更を行う。 



（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 12 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業(恵下越地区) 事業番号 A-2-2 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村（直接） 

総交付対象事業費 341,004（千円） 全体事業費 341,004（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、災害公営住宅入居者

への家賃を低廉化する。 

 

【対象】 

 ・恵下越団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、葛尾村は避難指示区域が設定され、

役場機能を村外の地域に移転していた。 

平成２８年６月に一部を除き避難指示が解除となったが、学校が再開されていないこと等により、子育

て世帯を中心に避難を継続している状況にある。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、応急仮設

住宅等からの移行を進め、居住の安定の確保を図るものである。 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



（様式１－３） 

三春町生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

 

平成 30年 10月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 13 事業名 東日本大震災特別家賃低減事業（恵下越地区） 事業番号 A-3-2 

交付団体 葛尾村 事業実施主体（直接/間接） 葛尾村(直接) 

総交付対象事業費 31,619（千円） 全体事業費 31,619（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、応急仮設住宅等に居

住する特に所得の低い避難者が円滑に災害公営住宅に移行し、速やかに住宅再建ができるよう、一定期間

の災害公営住宅家賃について、入居者が無理なく負担しうる水準まで低減する。 

 

【対象】 

 ・恵下越団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、葛尾村は避難指示区域が設定され、

役場機能を村外の地域に移転していた。 

平成２８年６月に一部を除き避難指示が解除となったが、学校が再開されていないこと等により、子育

て世帯を中心に避難を継続している状況にある。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、応急仮設

住宅等からの移行を進め、居住の安定の確保を図るものである。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


